
令和 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,016 円 3,640 円

3,016 円 3,473 円

3,016 円 3,245 円

業務用　15ｍ3まで　基本料金2,333円、超過料金（1ｍ3につき）148円
※1円未満の端数があるときは切捨て

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適用（全部適用）

足寄町下水道事業経営戦略

2000（平成12）年10月
（25年経過）

足寄町

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

18.0人/ｈa

1箇所（足寄下水終末処理場）

無

処 理 区 数 1処理区（足寄処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

北海道と下水道台帳を共同化している。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和５年度 令和５年度

令和６年度 令和６年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

家事用（1）　8ｍ3まで　基本料金：1,240円、超過料金（1ｍ3につき）148円
家事用（2）　5ｍ3まで　基本料金：777円
※1円未満の端数があるときは切捨て

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

団体用　15ｍ3まで　基本料金2,333円、超過料金（1ｍ3につき）148円
工業用　40ｍ3まで　基本料金6,222円、超過料金（1ｍ3につき）148円
公衆浴場用　100ｍ3まで　基本料金3,333円、超過料金（1ｍ3につき）27円
※1円未満の端数があるときは切捨て

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

処理場運転管理業務について民間委託を行っており、現在の民間委
託を今後も継続する予定であるため、指定管理者制度については未
検討。

処理場運転管理業務について民間委託を行っており、現在の民間委
託を今後も継続する予定であるため、PPP・PFIについては未検討。

 イ　指定管理者制度

足寄下水終末処理場の運転管理業務を民間委託している。

民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別紙経営比較分析表のとおりである。経費回収率は類似団体平均値を下回っている状況である。

職 員 数 上下水道課上下水道室として7名が従事。下水道事業会計は３名。他職員は足寄町と上水道事業と併任。

・上下水道課長：1名
・上下水道室長：1名（下水道事業会計）
・業務担当：2名（内1名下水道事業会計）
・工務担当：3名（内1名下水道事業会計）

処理場敷地内に太陽光パネルを設置するという案がでたことがある
が、財政的な課題があり、現時点での計画はない。

同上

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）
*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

職 人数
課長 1

職 人数
室長 1

職 人数 職 人数
主査 1 主幹 1

主事補 1 主事 1
技師 1

※このうち下水道職員をお知らせ願います。

上水道事業 課長 上下水道業務担当主査 上下水道工務担当主事

下水道事業 室長 上下水道業務担当主事 上下水道工務担当技師補

上下水道課

上下水道室

業務担当 工務担当



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

③水洗化人口
水洗化人口は、実績水洗化率の直近値74.3％を処理区域内人口に
乗じて設定。
※水洗化率は74.9％で一定推移とする。

有収水量を水洗化人口で除して原単位を算出。実績原単位の推移
を基に、直近値270L/人・日で推移すると設定。
有収水量予測は、水洗化人口の推計値に原単位を乗じて算出。

年間料金収入を年間有収水量で除して、使用料単価を算出。実績

使用料単価の推移を基に、直近値162円/ｍ
3
で推移すると設定。

使用料収入の見通しは、有収水量推計値に使用料単価を乗じて算
出。

使用料収入の見通し

施設の見通し

長期的見通しは、足寄町公共下水道ストックマネジメント（平成31年2月）を基本とする。
ただし、令和8年度から令和12年度までの5年間は、令和７年度に策定した足寄町公共下水道ストックマネジメント計画策定業務における年
度別事業実施計画を反映する。

組織の見通し

令和６年度以降、公営企業会計となり組織体制を見直している。
現在、７名の組織であるが、下水道事業会計は３名、他職員は足寄町と上水道事業と併任とし、既に適正化を行っている。
今後は、専門的な知識における技術継承を行いながら、状況に応じて対応していく見通しである。
なお、足寄下水終末処理場は、施設の維持管理を民間に委託し、事業の効率化を図っている。

（詳細は別紙２を参照）

②処理区域内人口
処理区域内人口は、実績普及率の直近値74.3％を行政人口に乗じ
て設定。

処理区域内人口の予測

有収水量の予測

①行政人口
行政人口は、足寄町創生総合戦略の人口ビジョン（令和7年3月）の
中位に基づき設定。

（詳細は別紙１を参照）
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・施設の改築は、足寄町公共下水道ストックマネジメントの最適シナリオを採用し、施設健全度と財政面を踏ま
えた投資を行う。
・令和8年度から令和12年度の5年間におけるストックマネジメント実施計画を基づいた投資を行う。

目 標

・計画期間中の収支が均衡するような財源を確保する。
・経費回収率は、該当類型区分の平均値を満たすことを長期目標とする。

目 標

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

〇主な収益的収入
・使用料収入は、2.（3）使用料収入の見通しを基に、使用料改定の財政シミュレーションを複数ケース検討。
・一般会計繰入金は、基準内繰入金を確保する他、庁内協議により基準外繰入金も見込む。
・長期前受金戻入は、現有分と新規分を見込む。
〇主な資本的収入
・社交金を活用できる委託費および改築工事は、その1/2を見込む。
・企業債は、建設改良費に対して1/2とする。
・他会計出資金は、庁内ルールに基づく一般会計からの出資金を見込む。

〇職員給与費
・令和６年度をベースとし、定期昇給分を見込む。ただし、人事異動が５年に１回発生すると考える。
〇動力費
・汚水量は今後減少する見込みであるが、電気料金が増加することも考えられるため、実績平均値にて一定推移と設定する。
〇修繕費
・公共桝の修繕が主であり状況により変動するため、過去実績の平均値とする。
〇委託費
・必要な委託項目と頻度にて、価格上昇を見込んで設定する。
〇その他
・通信運搬費、薬品費（水質試験用）などのその他費用は、実績や予算書を踏まえて設定する。

・建設改良費は、ストックマネジメント計画に基づくこととする。
・想定される汚水管渠工事を見込む。

〇基本方針１：下水道の普及促進
第３期足寄町創生総合戦略（令和７年３月）に基づき、引き続き下水道普及促進に向けた啓発活動を行い、水洗化の促進を図る。

〇基本方針２：施設の適切な維持・更新
長期的な視点で下水道施設全体における今後の老朽化進展状況を考慮し、優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査、修繕・改善
の実施計画とした足寄町ストックマネジメント計画に基づく、施設の維持・更新を行う。

〇基本方針３：健全な下水道経営
令和６年４月から公営企業会計を導入しており、資産の適切な維持管理と経営状況を把握し、持続可能な下水道事業経営を行う。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

処理場運転管理業務について民間委託を行っており、現在の民間委託を今後も継続す
る予定。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
建設改良に当たっては、国の補助事業や起債における交付税措置を活用するなど、適
切な財源確保を図る。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

本戦略で示した投資・財政計画については定期的に見直しを行い、著しい状況の変化があった場
合には、計画終了を待たずに本戦略を改定する。
また、経営課題に対する今後の取組についての対応状況は更新事後に評定していく。さらに、本
戦略を踏まえた具体的な施策の実施に当たっては、議会や住民への情報提供と議論を重ね、合
意形成に努める。
そして令和4年の総務省通知「「経営戦略」の改定推進について」を鑑み、策定した経営戦略に
沿った取組等の状況を踏まえつつ、PDCAサイクルを通じて質を高めていくため、5年ごとの見直し
を行うことが重要である。

職員給与費に関する事項
職員数の削減は既に実施済みであり、今後も兼務などにより適正な職員数を継続してい
く。

動力費に関する事項
電力契約の見直しや、改築時には動力費が削減できるような機器の導入について検討
し、動力費の抑制に努めていく。

修繕費に関する事項 ストックマネジメント計画に基づき施設の健全度を維持し、修繕費の低減に務める。

委託費に関する事項
労務単価の上昇により費用は増加することが予測されるが、委託業務内容の精査により
経費節減に努める。

その他の取組 水洗化促進、収納率向上など財源確保につながる対策について取り組んでいく。

薬品費に関する事項 汚水処理に関わる薬品購入を委託に含め効率化を図っており今後も継続していく予定。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

土地活用については今後において遊休地が発生した時には有効活用の検討を行う。

今後収支の均衡が図れなくなることが想定されるため、令和12年度と令和17年度に1.35
倍の使用料とするとともに、繰入金の一時的増額を試算。
早期に料金改定を検討し、経営の健全化に努める。

使用料の見直しに関する事項

汚水処理に関わる薬品購入を委託に含め効率化を図っており今後も継続していく予定。

処理場運転管理業務について民間委託を行っており、現在の民間委託を今後も継続する予定。

ストックマネジメント計画に基づき、施設健全性と財政面を踏まえた投資を行っていく。ま
た、随時ストックマネジメント計画を改定し、適切な投資計画を設定することにより、建設
改良費の平準化を図る。

水道事業とのシステム共同化を実施しており、今後も継続していく。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



 

 
 

 

別紙 1 

行政人口の推計 

「足寄町創生総合戦略 令和 7年 3月」では、人口ビジョンを策定しており、2050 年までの

人口について、上位、中位、社人研の 3 ケース設定している。このうち、経営戦略では中位ケ

ースを基に推計を進める。 

 

※出典：足寄町創生総合戦略 令和 7年 3月 人口ビジョン 
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別紙２ 

使用料収入の見通し 

使用料単価の設定 

本検討では、使用料単価（＝年間料金収入÷年間有収水量）を用いて使用料収入を設定する。 

使用料単価の実績値は、近年一定で推移しているが、直近に若干上昇しているため、この傾向を考慮し、直近値 162 円/ｍ３と設定する。なお、値は税抜きとする。 

表 ２-４ 使用料単価 

 

 

使用料収入の推計 

使用料収入は、使用料単価に年間有収水量を乗じて設定する。 

推計結果は、次表のとおりとなる。 

 

使用料収入の推計 

 

 

 

図 使用料収入の推計 

---------------------------------------------------------------------------------------     

H27 H28 H29 H30 H31/R1 R2 R3 R4 R5 R6

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

使用料単価 [円/㎥] 138 138 158 163 161 162 164 165 158 162

項目
ؙؙ 年度
単位

H27 H28 H29 H30 H31/R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

⑧使用料単価

円/年・ｍ3 実績 138 138 158 163 161 162 164 165 158 162

推計 167 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162 162

⑨料金収入

千円/年 実績 40,247 41,647 48,474 50,914 51,048 53,166 53,467 53,499 51,293 52,276

推計 53,264 51,408 51,244 50,817 50,530 49,907 49,323 48,454 47,720 47,001 46,410 45,785 45,161 44,537 43,912 43,288 42,728 42,183 41,639 41,079 40,534 40,070 39,606 39,142 38,677 38,213

項目

使用料単価の推移 

120

125

130

135

140

145

150
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170

使
用

料
単

価

[円/ｍ3]
使用料単価の推移

直近値：162 円/ｍ３ 

（３） 使用料収入の見通し

年間料金収入を年間有収水量で除して、使用料単価を算出。実績使用料単価の推移を基に、直近値162円/ｍ3で推移すると設定。
使用料収入の見通しは、有収水量推計値に使用料単価を乗じて算出。



 

足寄町下水道事業経営戦略ロードマップ 

国土交通省「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進について」（令和２年７

月 21日付け国水下企第 34 号)に基づき、足寄町公共下水道事業における経費回収率の向上に向

けたロードマップを以下に示します。 

 

１ これまでの経過と取組 

足寄町では、下水道事業の安定的な経営を図るため、今後の方針、運営内容、目指す姿を示

した「足寄町下水道事業経営戦略」を、令和２年３月に策定しました。 

令和６年４月からは公営企業会計となり、令和７年度に経営戦略を策定（改定）して継続的

に経営健全化に取り組んでいます。 

 

２ ロードマップ 

令和６年度の経費回収率は、36.3％となっています。足寄町下水道事業経営戦略に基づき、

経費回収率の向上に向け、以下のロードマップとします。 

 

表 １ 経費回収率に向けたロードマップ 

        年度 

項目 

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 

経営戦略期間 

                      

                      

                      

経営戦略 

見直し 
〇 

        

〇 

        

〇                 

                

ストックマネジメント 

計画期間 

                      

                      

                      

ストックマネジメント 

計画見直し 
〇 

        

〇 

        

〇                 

                

使用料の検討 

                    

                   

                    

 

 

 

 

 

  



 

 

３ 業務目標 

３－１ 計画期間 

計画期間は、令和８年度から令和 17 年度までの 10 年間とします。 

３－２ 取組内容 

・投資計画については、足寄町公共下水道ストックマネジメント計画に基づき、施設健全性と

財政面を踏まえた投資を行っていきます。また、随時ストックマネジメント計画を改定し、

適切な投資計画を設定することにより、建設改良費の平準化を図ります。 

・経営戦略では取組等の状況を踏まえつつ、PDCA サイクルを通じて質を高めていくため、５年

内の見直しを行う予定とします。 

・経費回収率の向上に向け使用料の適正化を目的とし、概ね５年ごとに改定の必要性について

検討を行います。 

３－３ 業務目標 

・計画期間中の収支が均衡するよう財源を確保します。 

・経費回収率は、該当類型区分の平均値を満たすことを長期目標とします。 

 

 



 

 
 

 

 収益的収支 投資・財政計画 

 

※他会計補助金は暫定値として 180,000 千円としている。 

 



 

 
 

 

資本的収支 投資・財政計画 

 

 

 


